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今
年
「
危
険
な
ほ
ど
高
温
の
日
」

は
、
東
京
66
日
で
し
た
。
熱
中
症
搬

送
全
国
で
10
年
前
か
ら
２
倍
以
上
、

東
京
は
５
年
前
の
１
・
５
倍
。
エ
ア

コ
ン
は
生
命
維
持
装
置
そ
の
も
の
で

す
。
一
方
、
エ
ア
コ
ン
の
「
２
０
２

７
年
問
題
」
つ
ま
り
、
省
エ
ネ
新
基

準
で
低
価
格
エ
ア
コ
ン
が
店
頭
か
ら

消
え
る
こ
と
が
心
配
さ
れ
て
い
ま
す
。

家
庭
の
電
力
総
使
用
量
の
３
割
を

占
め
る
エ
ア
コ
ン
は
、
新
基
準
だ
と

「
10
年
間
で
ト
ー
タ
ル
低
価
格
モ
デ

ル
よ
り
安
く
な
る
」
よ
う
で
す
。

い
ま
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
貧
困
問
題
」

と
い
う
新
た
な
課
題
が
浮
か
び
上
が
っ

て
い
ま
す
。
全
国
的
に
は
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
貧
困
層
は
、
10
％
と
い
わ
れ
て

い
ま
す
。
生
活
の
質
や
命
脅
か
す

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
貧
困
問
題
」
は
、

「
一
般
的
に
必
要
と
さ
れ
る
電
気
ガ

ス
な
ど
家
計
を
圧
迫
せ
ず
に
使
用
で

き
な
い
状
態
」
を
い
い
ま
す
。

エ
ア
コ
ン
は
、
都
の
８
万
円
補
助

も
あ
り
ま
す
が
、
新
基
準
で
は
、
６

畳
用
平
均
15
万
〜
16
万
円
で
す
。
北

区
は
高
齢
者
、
障
害
者
の
い
る
非
課

税
世
帯
に
上
限
７
万
円
補
助
、
都
補

助
と
合
わ
せ
て
15
万
円
の
エ
ア
コ
ン

購
入
が
可
能
で
す
。
実
質
電
気
代
へ

支
援
に
も
つ
な
が
り
ま
す
。

緊
急
に
、
低
所
得
者
で
も
新
基
準

の
エ
ア
コ
ン
が
購

入
で
き
る
制
度
に

エ
コ
助
成
を
拡
充

す
る
こ
と
を
求
め

ま
す
。

定例法律相談

１２月１日（月）
１８時～２０時

横山区議事務所

お気軽にご相談を

こ
の
写
真
を
撮
っ
た
の
が
11
月

17
日
。
夕
日
に
区
役
所
前
の
銀
杏

並
木
が
金
色
に
輝
い
て
い
ま
し
た
。

他
の
広
葉
樹
も
葉
を
赤
や
黄

色
に
染
め
て
い
ま
す
。
秋
の

紅
葉
は
、
日
本
の
四
季
を
視

覚
で
一
番
感
じ
さ
せ
ま
す
。

華
や
か
さ
と
と
も
に
、
冬
に

向
か
う
厳
し
さ
と
、
心
持
ち

寂
し
さ
も
…
。
一
方
、
日
本

の
四
季
が
だ
ん
だ
ん
二
季
に

な
っ
て
い
る
よ
う
に
感
じ
る

の
は
私
だ
け
で
は
な
い
は
ず

で
す
。
夏
の
残
暑
が
続
き
、

秋
か
な
と
思
う
と
一
気
に
冬
、

し
か
も
大
雪
、
そ
し
て
春
は

短
く
、
危
険
な
猛
暑
が
続
く

夏
。
気
候
危
機
へ
の
対
策
は
、
一

刻
の
猶
予
も
な
い
、
切
迫
し
た
局

面
と
い
え
る
で
す
。
横
山
幸
次

11月議会の質問で地域公共交通計画の策定につ

いて次の質問を行いました。

①地域公共交通計画策定の必要性について区の認

識を問う②基本構想、都市計画マスタープランの

改定待ちにならず、地域公共交通、移動に関わる

住民のニーズ調査を実施すること。また計画の調

査、検討においては、コミュニティバスを除外せず、あらゆる

可能な移動手段を検討対象にすること。

区は、「交通空白地域はない、ほぼ無い」「地域公共交通計

画の必要性は必ずしも高くない」と答えてきました。その方針

を変えるのですから、区民にきちんとした説明が必要です。ま

た、計画策定までは時間がかかるでしょう。計画待ちでなく、

いま移動や交通手段で困っている区民のニーズ調査を行うこと

が大事です。また計画では、コミュニティバスも含め可能なす

べての交通手段を検討対象にすることも求めていきます。
裏面 公契約条例と産業振興、区の公共サービスのいま…など

省
エ
ネ
性
能
の
低
い
家
屋
に
住
ん

で
い
る
場
合
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
負
担

は
よ
り
重
た
く
な
り
、
家
計
を
圧
迫

し
ま
す
。
区
の
エ
コ
助
成
の
メ
ニ
ュ
ー

は
、
太
陽
光
発
電
、
燃
料
電
池
装
置
、

蓄
電
シ
ス
テ
ム
、
高
断
熱
窓
・
ド
ア
、

高
水
準
の
省
エ
ネ
タ
イ
プ
エ
ア
コ
ン

・
冷
蔵
庫
な
ど
で
す
。
い
ず
れ
も
対

応
で
き
る
家
屋
を
持
ち
、
経
済
的
に

対
応
で
き
る
ゆ
と
り
が
無
い
と
利
用

で
き
な
い
制
度
で
す
。
実
際
、
所
得

の
所
得
に
よ
っ
て
断
熱
窓
の
設
置
に

大
き
な
差
が
あ
り
ま
す
（
下
右
図
）
。

所
得
が
低
い
人
で
も
、
エ
コ
助
成

も
住
宅
断
熱
改
修
が
で
き
る
よ
う
に

す
る
制
度
拡
充
が
必
要
で
す
。

低
所
得
の
世
帯
で
も
利
用
で
き
る

よ
う
、
エ
コ
助
成
の
拡
充
と
断
熱
改

修
を
組
み
込
ん
だ
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム

の
助
成
制
度
を
創
設
す
る
こ
と
を
求

め
ま
す
。

11月13日、日本共産党区議団は、みなさんの願いを2026年度予算要望（472項

目、重点要望38）にまとめ、滝口区長に提出しました。また、20日からはじまっ

た区議会11月会議では、重点要望にもあげた暮らし応援の緊急対策やエコ助成

拡充、公契約条例制定と中小企業賃上げ支援、地域公共交通計画など質問しま

した。その要旨をご紹介します。引き続き、暮らし最優先の区政をめざして力



常勤職員 1,6 5 5 名(うちフルタイム再任用5 5 名)

会計年度職員 　8 8 3 名(男性18 5名・女性6 9 8 名)

短時間再任用 　  2 6名

2 0 2 5 ・4・1現在の荒川区役所職員数

荒川区指定管理施設(公設民営)の職員数

施設数 常勤 非常勤

高齢者施設 10 123 161

障害者施設 6 71 57

保育園 6 167 42

文化施設 3 20 15

ふれあい館 15 86 145

生涯学習 3 16 12

スポーツ 1 21 54

自転車駐車場 4 33 0

(2025・3月末) 48 537 486

区立(汐入こども園含む) 11

公設民営 6

私立(認定こども園・地域型保育含む） 4 9

認証 6

認可外 4

合計 7 6

区内保育園設置状況

公契約条例制定状況

1 渋谷区 2 0 12 年

2 足立区 2 0 13 年

3 千代田区 2 0 14 年

4 世田谷区 2 0 14 年

5 目黒区 2 0 17 年

6 新宿区 2 0 19 年

7 杉並区 2 0 2 0 年

8 江戸川区 2 0 2 1年

9 中野区 2 0 2 2 年

10 北区 2 0 2 2 年

11 墨田区 2 0 2 3 年

12 台東区 2 0 2 3 年

13 文京区 2 0 2 4 年

14 品川区 2 0 2 4 年

15 豊島区 2 0 2 5 年

荒
川
区
の
公
契
約
条
例
（
素

案
）
の
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

が
は
じ
ま
っ
て
い
ま
す
（
12
月

11
日
ま
で
）
。

荒
川
区
が
民
間
企
業
と
契
約

す
る
建
設
工
事
や
業
務
委
託
等

で
、
働
く
人
の
労
働
条
件
や
賃

金
・
報
酬
の
下
限
額
な
ど
決
め

て
契
約
を
結
ぶ
も
の
で
す
。

住
民
の
暮
ら
し
を
支
え
る
公

共
施
設
の
建
設
や
改
修
工
事
は
、

全
国
的
に
人
手
不
足
で
工
事
が

進
ま
な
く
な
っ
て
ま
す
。
ま
た
、

暮
ら
し
を
支
え
る
福
祉
や
保
育

の
現
場
も
人
手
不
足
は
深
刻
で

す
。
そ
の
原
因
は
、
建
設
工
事

の
ダ
ン
ピ
ン
グ
・
重
層
下
請
け
、

自
治
体
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
民

営
化
に
よ
る
低
賃
金
構
造
が
作

ら
れ
た
こ
と
に
あ
り
ま
す
。

23
区
内
で
は
、
こ
う
し
た
状

況
も
踏
ま
え
、
す
で
に
15
区
で

労
働
報
酬
額
の
下
限
や
元
請
け

責
任
を
定
め
た
公
契
約
条
例
が

制
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

日
本
共
産
党
区
議
団
は
20
年

前
か
ら
議
会
内
外
で
求
め
て
来

ま
し
た
が
、
今
回
よ
う
や
く
制

高
市
首
相
は
、
「
台
湾
有
事
」
で
自
衛
隊
が
参
戦
す

る
「
存
立
危
機
事
態
」
と
発
言
。
日
本
食
料
自
給
率
は

38
％
、
62
％
を
輸
入
に
頼
り
、
中
国
か
ら
の
食
料
輸
入

は
米
国
に
次
い
で
第
二
位
で
す
。
こ
の
現
実
は
？

荒川区は、政府の

方針のもとに「行政

改革」の名で、区民

サービスの非常勤化

・民営化を進めてき

ました。

区役所で働く職員の35％は

非常勤（会計年度任用職員）

です。教育センターのスクー

ルカウンセラー・スクールソー

シャルワーカー、図書館司書、

保育士、栄養士などの専門職

にも多くいます。

①区内48施設が公設民営（指

定管理）で、その職員の５割

近くが非常勤。

②民間の介護・障害福祉の事

業所が区内４００近くあり、

在宅・施設サービスを担う。

③区内保育園76園のうち区立

園は11しかありませんが残す

のは５園の方針。区内私立保

育園の50％以上は、株式会社の運営。

④学童クラブは、不正受給が発覚し大問題に。残っている２つ

の区立学童（花の木・熊の前）も区は、将来民営化する方針。

最近始まった障害者の放課後ディーなど区立はありませんか

ら、指導のしようもありません。

これ以上民間委託を増やさず、必要な中心となるべき各分野

ごとの区立施設を確保し、公共の福祉を取り戻

し、低賃金のケアー労働者の賃金引上げと労働

条件の改善も荒川区が力を入れるべきです。

公
契
約
条
例
制
定
は
、
区
の

契
約
案
件
に
と
ど
ま
ら
ず
、
目

的
に
も
あ
る
よ
う
に
「
地
域
経

済
の
活
性
化
及
び
区
民
の
福
祉

の
増
進
に
寄
与
」
す
る
こ
と
を

め
ざ
し
て
い
ま
す
。

特
に
、
労
働
報
酬
下
限
額
の

設
定
、
元
請
け
つ
ま
り
受
注
者

に
連
帯
責
任
を
求
め
て
い
る
こ

と
は
、
制
度
の
実
効
性
を
確
保

す
る
だ
け
で
な
く
、
下
請
け
の

労
働
条
件
に
も
関
わ
り
、
区
内

従
業
者
の
賃
金
の
底
上
げ
に
も

つ
な
が
り
ま
す
。

条
例
素
案
は
、
工
事
１
億
円

以
上
、
請
負
契
約
及
び
委
託
契

約
１
０
０
０
万
円
以
上
と
な
っ

て
い
ま
す
。
そ
れ
以
外
の
公
契

約
の
も
と
で
働
く
労
働
者
に
は

適
用
さ
れ
な
い
規
定
で
す
。
区

内
企
業
で
は
、
法
的
に
は
最
賃

制
度
が
あ
る
だ
け
で
す
。
ど
う

や
れ
ば
、
区
内
事
業
所
の
経
営

改
善
、
そ
こ
で
働
く
労
働
者
の

賃
上
げ
な
ど
労
働
条
件
の
改
善
、

地
元
事
業
者
が
増
え
る
の
か
な

ど
産
業
振
興
対
策
と
し
並
行
し

て
進
め
る
べ

き
で
は
な
い

で
し
ょ
う
か
。

そ
の
第
一

歩
と
し
て
、

公
契
約
条
例
制
定
と
あ
わ
せ
て
、

区
内
中
小
企
業
の
賃
金
引
き
上

げ
に
対
す
る
支
援
、
賃
上
げ
奨

励
金
な
ど
を
検
討
、
予
算
化
す

る
こ
と
を
求
め
ま
す
。

建
設
や
福
祉
分
野
も
入

れ
た
産
業
振
興
計
画
を

区
の
公
契
約
を
見
て
も
、
そ

の
多
く
は
、
建
設
業
そ
し
て
福

祉
・
保
育
関
係
の
仕
事
で
す
。

こ
の
間
、
建
設
業
界
の
重
層
下

請
け
、
ダ
ン
ピ
ン
グ
受
注
な
ど

に
よ
っ
て
、
構
造
的
に
低
賃
金

構
造
が
作
ら
れ
、
現
在
の
人
手

不
足
に
な
っ
て
き
ま
し
た
。

区
の
産
業
振
興
基
本
条
例
と

計
画
の
対
象
に
建
設
業
、
福
祉

産
業
な
ど
も
入
れ
た
計
画
に
見

直
す
こ
と
を
求
め
て
い
ま
す
。

☆「公契約」とは 国や地方自治体の事業（工事、サービス、物品

調達等）を民間企業等に発注・委託する際に結ぶ契約。施設の建設工

事、公共施設管理・運営、清掃、保育園、病院医療事務、学校給食、

学童クラブ、窓口業務、生活相談支援、介護・障がい者福祉施設、情

報管理等、私たちの生活に密着する多くの事業が、「公契約」として

民間委託の対象となっています。

☆「公契約条例」とは 自治体が発注する公共工事・業務委託等に

従事する従事者の賃金・報酬下限額を設定し、自治体・受注者の責任

等を契約事項に加えることを定めた条例 【全建総連HPより】


